
〒107-0051　東京都港区元赤坂一丁目6番6号
http://sekisuihouse-reit.co.jp/

第1期　資産運用報告（平成26年9月8日〜平成27年4月30日）



質の高い社会資本の提供と

投資主価値の最大化
本投資法人は、投資主やテナント企業をはじめとするすべてのステークホルダーと共に発展するこ
とを目的とし、中長期にわたる安定した収益の確保と運用資産の着実な成長を目指した資産運用を
通じて、質の高い社会資本の提供と投資主価値の最大化を目指すことを基本理念としています。

基本方針

1. 「戦略的立地」と「高品質」を柱とした商業用不動産への投資

▪�テナント企業において、その事業の「持続可能な活動拠点」としてのニーズに即した立地（「戦
略的立地」）に所在する、又は利便性等を始めとする高い機能性（「高品質」）を有する商業用不
動産（「プライム・プロパティ」）を投資対象の中核とします。

2. 積水ハウスによる多様なサポートを最大限に活用した成長戦略

▪�スポンサーである積水ハウスは、これまでに多数の大規模な都市再開発事業の実績があり、都
市再開発事業に関するノウハウを有しています。
▪�本投資法人は、外部成長及び内部成長のための積水ハウスの多様なサポートを成長戦略に最大
限に活用します。

3. 投資主利益を重視した仕組みの採用

▪�利益相反により投資主利益を損なうことがないよう、本投資法人及び本資産運用会社におい
ては、第三者性を確保したガバナンス体制を構築しています。
▪�本投資法人の投資主及びスポンサーである積水ハウスの利益の一致を図る取組みとして、積水ハ
ウスによる本投資口の保有、積水ハウスとの物件の共有又は区分所有の依頼・検討に関する、本資
産運用会社と積水ハウスとの間の合意、及び業績連動型の資産運用報酬の導入を図っています。

4. 安定的かつ健全な財務運営

▪�中長期的に安定収益の確保及び投資主価値の向上のために安定的かつ健全な財務運営を行って
いく方針です。
▪�積水ハウスの信用力を背景に、メガバンク中心の国内有力金融機関との強固かつ安定的な取
引関係を築くとともに、返済期限の分散化及び長期化並びに金利の固定化等を図ることで、リ
ファイナンスリスクや金利変動リスクを低減していく方針です。
▪�総資産LTVについては、資金余力の確保に留意して40%～50%の水準で保守的に運営する
方針です。

CONTENTS
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Ⅱ 資産運用報告
Ⅲ 貸借対照表
Ⅳ 損益計算書
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Ⅵ 注記表
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Ⅷ 会計監査人の監査報告書

Ⅸ �キャッシュ・フロー計算書（参考情報）
投資主インフォメーション
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Ⅰ 投資法人の概要

決算ハイライト

第1期 第2期（予想） 第3期（予想）

1口当たり 
分配金（円） 1,603 2,420 2,440
営業収益 
（百万円） 2,108 3,379 3,467
営業利益 
（百万円） 1,580 2,269 2,264

当期純利益 
（百万円） 1,013 1,922 1,937

　投資主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
平素は、積水ハウス・リート投資法人に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　本投資法人は、日本を代表するハウスメーカーである積水ハウス株式会社をスポンサーとする
投資法人です。
　「投資主やテナント企業をはじめとするすべてのステークホルダーと共に発展することを目的と
し、中長期にわたる安定した収益の確保と運用資産の着実な成長を目指した資産運用を通じて、
質の高い社会資本の提供と投資主価値の最大化を目指す」という基本理念のもと、平成26年12月
3日に、東京証券取引所不動産投資信託市場に新規上場いたしました。
　この度、第1期（平成27年4月期）の決算を無事迎えることができましたのも、ひとえに投資主の
皆様のご理解とご支援の賜物と心より感謝申し上げます。
　ここに本投資法人の第1期の運用状況と決算につきまして、ご報告申し上げます。
　本投資法人は、上場時に3物件を1,143億円で取得し、営業収益2,108百万円、営業利益1,580
百万円、経常利益1,014百万円、当期純利益1,013百万円を計上いたしました。この結果、投資口1
口当たりの分配金は1,603円となりました。
　また、当期以降の活動状況としましては、第2期（平成27年10月期）に入り、上場後5か月で新投資
口の発行と新規借入れを行い、新たに物件を取得いたしました。これにより、本投資法人のポート
フォリオは4物件、資産規模は取得価格ベースで1,529億円となりました。

　本投資法人は、今後も引き続き商業用不動産の
優良な開発実績を有する積水ハウスのスポンサー
サポートを最大限活用することで、安定した収益の確保
と着実な運用資産の成長を実現し、投資主価値の最大
化を目指してまいります。

　投資主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬ
ご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

投資主の皆様へ

積水ハウス・リート投資法人　執行役員
積水ハウス投資顧問株式会社　代表取締役社長

井上　順一
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上場からの軌跡
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■着実なポートフォリオの成長

■各指標の推移

第1回PO取得資産
ガーデンシティ品川御殿山

本町南ガーデンシティ

御殿山SHビル

本町ガーデンシティ

Ⅰ 投資法人の概要

IPO取得資産

■取得資産の概要本投資法人は平成26年12月の新規上場後、3物件、1,143億円のポートフォリオで運用を開始しました。
また、収益基盤の更なる強化とポートフォリオの分散を図るため、平成27年5月に公募増資を実施し、1物
件、386億円の資産を追加取得しています。

上場より約半年で、資産規模は1.3倍に成長 ポートフォリオの分散化

（億円）

平成26年
12月3日

平成27年
5月19日

当面の資産規模目標

IPO
1,143億円

1,529億円
2,000億円第1回PO

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

物件数

資産規模

テナント数
（エンドテナント数）

稼働率

築年数

発行済投資口数

4物件

1,529億円

2（16）

100.0％

4.5年

794,000口

1物件

386億円

1（10）

100.0％

5.0年※

—

3物件

1,143億円

2（6）

100.0％

4.2年

632,000口

第1回PO取得資産
（本町ガーデンシティ）第1期末 第1回PO後

（平成27年6月15日現在）

※第1回PO取得資産の築年数は取得日（平成27年5月19日）時点の築年数を記載しています。
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Ⅰ 投資法人の概要

トップインタビュー

積水ハウスの多様なサポートを 
最大限活用した総合型リート

■ �平成26年12月に上場した背景について 
お聞かせください。

　スポンサーである積水ハウスは住宅
メーカーとしてのイメージが強いと思いま
すが、開発事業については、オフィスビル
をはじめ様々な商業用不動産にも強みを
持つ企業です。こうした物件が約3,000億円
積み上がっており、良質な物件を継続的に
運用していくため、Jリートのスキームが有
効であると考えました。また、積水ハウス
は、積水ハウス・SIレジデンシャル投資法人
のメインスポンサーになるなど、これまで
Jリートでの運用を経験してきました。こう
した経験を活かし、積水ハウス単独スポン
サーによるオフィス中心の総合型リートと
して上場することになりました。

■ �本投資法人の投資戦略について 
お聞かせください。

　「戦略的立地」と「高品質」を柱とし、テナ
ント企業の事業において「持続可能な活動
拠点」としてニーズに即した商業用不動産
＝「プライム・プロパティ」への投資を基本
戦略としています。
　本投資法人が考える「プライム・プロパ

的判断することで、物件の持続的で底堅い
需要と高い競争力が見込め、中長期にわた
り安定した収益の確保が期待できると考
えます。

新規物件取得により 
資産規模を1,529億円に拡大

■ �上場時のポートフォリオについて 
教えてください。

　オフィスビル3物件、資産規模1,143億円
でスタートしました。物件数が少なくポー

ティ」を選別する上で重要な要素として6
つの要素が挙げられます。1つ目は、商圏人
口や居住人口などが多い大規模経済圏で
あること。2つ目は、主要交通路線からのア
クセスが良いこと。3つ目は災害に対する
耐性が強く、BCP（事業継続計画）の観点か
らも優れた物件であること。4つ目は、エリ
アとしての品位や建物としての高級感・清
潔感あるブランドを有すること。5つ目は、
テナント企業の生産性向上につながる機
能性を持っていること。6つ目は、環境性能
に優れた環境配慮物件であることです。こ
の6つの項目を重点的に分析した上で総合

トフォリオの分散への懸念の解消と、中長
期的に安定した収益を確保するため、「ガー
デンシティ品川御殿山」（東京都品川区）と

「本町南ガーデンシティ」（大阪府大阪市）
は、積水ハウスと賃料固定のマスターリー
ス契約を締結しています。「御殿山SHビル」

（東京都品川区）はデータセンターとしてテ
ナントが1棟借りしており、契約期間は20年
と長期に亘るため、3物件とも安定的な収益
確保が見込めるスキームになっています。

■ �平成27年5月に公募増資により1物件新規
取得したことについてお聞かせください。

　本投資法人の課題と認識している、投資
口流動性の向上と、ポートフォリオの分散
を進展させるため、大阪市のオフィスビル

「本町ガーデンシティ」を386億円で取得し
ました。上場直後から、早期の成長期待を
多く頂戴していたことも、このタイミング
で実施した要因ですが、新規取得資産のク
オリティが高く、既存のポートフォリオの
クオリティを損なうことがない点も考慮
しました。本物件は、大阪のビジネスエリ
アの中心地で、御堂筋と本町通が交差する
角地に位置する典型的な「戦略的立地」の
物件です。機能性、環境性能、BCP、ブラン
ド、いずれも優れており、本投資法人の投
資戦略である「プライム・プロパティ」であ
ると判断し、取得を行いました。

資産規模2,000億円達成に向け
公募増資により新規物件取得

本投資法人は、質の高い社会資本の提供と投資主価値の最大化を目指し、平成26年12月に
東京証券取引所に上場。スポンサーである積水ハウスのパイプラインを活かし、オフィス
ビルなどの商業用不動産を中心としたJリートとしてスタートしました。本投資法人の投
資戦略や成長戦略について、積水ハウス投資顧問株式会社 代表取締役社長 井上順一に話
を聞きました。

積水ハウス投資顧問株式会社 
代表取締役社長
井上　順一
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Ⅰ 投資法人の概要

トップインタビュー

　本物件の取得により、①ポートフォリオ
の分散化、②資産規模が1,529億円となり、
当面の目標とする2,000億円に近づいたこ
と、③第2期の予想分配金の約10％上昇な
どの効果があります。
　本物件を合わせて4物件となりました
が、いずれも平成22年以降に竣工された築
浅物件で、高い競争力を有するオフィスビ
ルであると考えています。

着実な外部成長戦略により 
投資主価値向上に努める

■ �今後の外部成長戦略は 
どのように考えていますか。

　まずは当面の目標である資産規模2,000
億円達成に向け、今後も積水ハウスのパイ
プラインを中心に、積極的に物件を取得し
ていきたいと考えています。「ガーデンシ
ティ品川御殿山」、「本町南ガーデンシ
ティ」と「本町ガーデンシティ」は部分取得
のため、さらに追加取得することも視野に
入れています。
　スポンサー以外の外部からの取得につ
いても検討していきます。ただし、現状の
不動産売買マーケットは過熱感があり、価
格が割高になっているものも見受けられ
ます。本投資法人の投資戦略に見合う物件
であるかどうかしっかり見極めた上で、慎
重に検討していきます。
　また、本投資法人では成長戦略の一つと
して、海外不動産の取得を視野に入れてい
ます。上限はポートフォリオの20％未満まで
としていますが、経済成長や人口増加が期
待できる国においては、本投資法人の長期

的な成長に寄与することが期待できます。
　中心的な投資対象エリアは、スポンサー
の開発実績のあるシンガポール、オースト
ラリア及びアメリカと考えており、シンガ
ポールとオーストラリアの2つのプロジェ
クトについては、平成28年12月以降に行使
可能となる優先交渉権を有しています。

■ �最後に投資主の皆様への 
メッセージをお願いいたします。

　これからもスポンサーの積水ハウスの良
質なパイプラインなど、多様なスポンサー
サポートを軸に、分配金をしっかりとつ
くっていきながら、資産規模を拡大してい
くことで、ポートフォリオの分散と、投資口
の流動性の向上を進めてまいります。引き
続き投資主価値の最大化に向けて努めて
まいりますので、今後も変わらぬご支援、ご
鞭撻をよろしくお願い申し上げます。

■「戦略的立地」と「高品質」を柱とした商業用不動産への投資

投資戦略

テナント企業が、その事業の「持続可能な活動拠点」として不動産に求める要素を重視し、テナント企業の
「経営者、従業員及び顧客」に対して、以下3つの要素の提供が可能と考えられる不動産への投資を通じて、
中長期にわたる安定した収益の確保を目指します。

賃借等

投資・所有・運営
本投資法人

中長期にわたる安定した収益の確保

テナント企業（オフィス・商業施設・ホテル等）
事業の「持続可能な活動拠点」／CRE（Corporate Real Estate）戦略の推進

生産性と業績（企業価値）の向上に資する
戦略的な立地特性や機能性1

事業継続性を確保しすべてのステークホルダーにとって
安全で快適な空間2

持続可能な社会の構築に向けた
環境配慮を含む社会的責任3

プライム・プロパティ

戦 略 的 立 地

▪�商圏人口・居住人口・駅乗
降客数等、経済圏として
の厚み

経済圏

a

▪�主要交通路線からの良好
なアクセス
▪�通勤・集客に資する利便
性・商業集積・繁華性等

利便性

b

高 品 質

▪�テナント企業の生産性向上につ
ながる快適性を備えた機能設計
▪�十分な基準階床面積やゆ
とりある空間設計等

機能性

c

▪�省エネ、屋上緑化等、環境
性能を具備

環境配慮

d

▪�「事業継続性」の基盤とな
る重要施設を提供
▪�災害に対する立地・スペッ
ク両面からの耐性

BCP

e

▪�エリアとしての品位や建
物としての高級感・清潔感

ブランド

f

本資産運用報告に掲載している
物件写真の幾つかは、私自ら現
地に赴き撮影したものです。投
資家の皆様に物件の魅力を少し
でもお伝えできれば幸いです。
（井上）

Column
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太陽光発電d

競争上の優位性を有する「持続可能な活動拠点」としての商業用不動産 〜プライム・プロパティ〜

■ポートフォリオの立地
ポートフォリオ4物件は、東京及び大阪の中心で（経済圏）、幹線交通機関の利用が容易かつ空港へのアクセス
が良く（利便性）、文化と歴史ある土地である御殿山と大阪の商業の中心である御堂筋（ブランド）に位置して
います。

戦略的立地 高品質
経済圏

a 　

利便性

b

BCP

e

ブランド

f

BCP

e

ブランド

f

機能性

c

環境配慮

d

高い機能性を有する高品質な商業用不動産

大阪（御堂筋本町）エリア

東京・品川（御殿山）エリア

b   �幹線交通機関の利用が容易かつ空港へ
のアクセスが良いエリア

b   �「新大阪」駅、伊丹空港、関西国際空港な
どのターミナルや京都、神戸、奈良等の
関西の主要都市へも快適にアクセス

a   �大阪を代表するビジネスエリアである
「御堂筋本町エリア」

e   �高台に位置し、災害時の危険度が�
低いエリア

f   �周辺地域はかつて徳川将軍家の別邸・品
川御殿があったことから「御殿山」と称
される由緒ある場所であり、高いステー
タスを有するエリア

f   �大阪の主要ビジネスエリアへのアクセ
スの良さはもちろん、周辺には数多くの
ショッピング施設やグルメショップが
点在

戦略的立地に所在する商業用不動産

貸室全室にLED照明を
採用し、107ゾーン（基
準階ベース）で区分可能

d

Ⅰ 投資法人の概要

緑と調和した建物fd 遮熱断熱に優れ、冷暖房
熱負荷を軽減する窓庇・
Low-Eペアガラス

屋上緑化d

ガーデンシティ品川御殿山の例

免震構造e フラッパーゲートなど
のセキュリティ設備

c

 大規模経済圏に属する立地  事業継続性を確保できる立地

 人の効率的な移動を意識した立地  ブランド（文化・歴史等）がある立地
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■積水ハウスによる多様なサポート ■都市再開発事業における主な国内外プロジェクトの実績

■スポンサーサポートを活用した成長戦略
積水ハウスによるパイプライン・サポート
▪�積水ハウスが保有又は開発する国内不動産等の売却に関する優先交渉権の付与
▪�第三者が国内において保有又は開発する不動産等に関する情報提供
▪�ウェアハウジング機能の提供
▪�保有資産の再開発サポート

パイプライン・サポート契約に基づく 
物件の取得
・早期の第1回PO実施による新規物件の取得

積水ハウスによる賃料固定型 
マスターリースの採用
・�賃料のダウンサイドリスクを低減し、収益連動賃
料の仕組みを導入（御殿山SHビルを除く3物件）

資産価値の維持・向上のための 
ＰＭ業務委託
・積水ハウスによるリーシング力を最大限活用

優先交渉権の付与
・�積水ハウスと共有する未取得部分

積水ハウスによるスポンサーサポート
▪�保有資産に関するPM業務の提供
▪�積水ハウスの持つ付加価値の高い不動産の運営管理に関するノウハウやサービスの提供
▪�一定以上の築年数が経過している物件の取得に際しては、取得後におけるリニューアル・バリュー
アップ等の戦略等について協働

▪�物件の特性に応じた形態によるマスターリース契約の締結等に向けた検討・協議

（出所）積水ハウス株式会社

梅田スカイビル（大阪府）
平成5年3月竣工

平成6年第14回大阪まちなみ賞
大阪府知事賞

グランフロント大阪（大阪府）
平成25年4月竣工

CASBEE 大阪 OF THE YEAR 
2013

ザ・リッツ・カールトン京都（京都府）
平成25年10月竣工

Reggie Shiu Development 
of the Year

外
部
成
長

内
部
成
長

“まちづくり”
ノウハウの活用

都市再開発事業
への投資

J-REIT等
への売却

資産価値
の最大化

賃料収入
の最大化

積水ハウスの国内における都市再開発事業の戦略

■積水ハウスの都市再開発力と実績
積水ハウスは、ブランドビジョン「SLOW&SMART」を掲げ、各事業セグメントを「請負型ビジネス」、「ス
トック型ビジネス」及び「開発型ビジネス」の3つのビジネスモデルで推進しています。国内の開発型ビジ
ネスである都市再開発事業では、資産価値の最大化を図ることで付加価値を高め、リーシングを進める上
で賃料収入の最大化を図り、不動産私募ファンドやJ-REITへの売却等により新たな開発資金を調達し、更
なる事業展開を進めることを戦略としており、積水ハウスの開発型ビジネスにおけるJ-REITビジネスと
の連携強化の重要性は高まっているといえます。

・リフォーム事業
・不動産フィー事業

請負型ビジネス

住
ストック型
ビジネス

開発型
ビジネス

・戸建住宅事業
・賃貸住宅事業

・分譲住宅事業
・マンション事業
・都市再開発事業

・国際事業
オーストラリア市場
中国市場
北米市場
シンガポール市場

（出所）積水ハウス株式会社

積水ハウスの事業戦略

■本投資法人が有する優先交渉権の状況

対象物件名称 所在地 対象用途 優先交渉期間 未取得床面積
比率（%）

ガーデンシティ
品川御殿山（注）

東京都
品川区 オフィス 平成26年

10月16日より 45.5

本町南ガーデンシティ（注） 大阪府
大阪市 オフィス 平成26年

10月16日より 43.6

本町ガーデンシティ（注） 大阪府
大阪市 ホテル 平成27年

4月24日より 47.3

プンゴルウォーター
ウェイポイント
プロジェクト

シンガポール 商業施設 平成28年12月1日～
平成31年11月末日 ー

セントラルパーク
プロジェクト オーストラリア 商業施設 平成28年12月1日～

平成31年11月末日 ー

（注）本投資法人が一部を取得していますが、残部の優先交渉権を有しています。

Ⅰ 投資法人の概要

積水ハウスのサポートを活用した成長戦略の実現

シンガポール・プンゴルウォーターウェイポイントプロジェクト
（Punggol Waterway Point PJ）

オーストラリア・セントラルパークプロジェクト
（Central Park PJ）

Best Tall Building Worldwide 受賞
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＜エリア比率＞

東京圏
59.6%

三大都市圏
100%

大阪圏
40.4%

＜用途比率＞

オフィスビル
100%

＜テナントの状況（注）＞
御殿山
SHビル
26.8%

GC品川
御殿山
28.1%

積水
ハウス
73.2%

非開示
26.8%

本町
GC
22.8%

本町南
GC
22.3%

A社
（御殿山
SHビル）
27.2%

その他
11社
15.1%

B社
（本町GC）
16.0%

スリーエム ジャパン株式会社
（GC品川御殿山）
15.4%

損害保険ジャパン
日本興亜株式会社
（本町南GC）
13.2%

株式会社
日本総合研究所
（GC品川御殿山）
13.1%

＜（ご参考）エンドテナントの状況（注）＞

本町南ガーデンシティ 御殿山SHビル

本町ガーデンシティ ガーデンシティ品川御殿山

（注）「ガーデンシティ」は「GC」と略記しています。

■ポートフォリオ一覧（平成27年6月15日現在）

■ポートフォリオ分散の状況（平成27年6月15日現在）

Ⅰ 投資法人の概要

ポートフォリオの概要

物件名称 所在地 取得価格
（百万円） 

投資
比率
（%）

鑑定NOI
利回り
（%）

総賃貸
可能面積
（㎡）

賃貸借
契約期間
（年）

稼働率
（%）

築年数
（年）

ガーデンシティ
品川御殿山 

東京都
品川区 39,700 26.0 4.1 21,033.47 5.0 100.0 4.3

御殿山SHビル 東京都
品川区 51,500 33.7 4.0 19,999.97 20.0 100.0 4.4

本町南ガーデンシティ 大阪府
大阪市 23,100 15.1 4.9 16,699.46 5.0 100.0 4.3

本町ガーデンシティ 大阪府
大阪市 38,600 25.2 4.2 17,006.94 5.0 100.0 5.1

合計 152,900 100.0 4.2 74,739.84 10.1 100.0 4.5

DBJ Green Building認証
5段階評価の最
高ランクであ
る国内トップ
クラスの卓越
し た「 環 境・社
会への配慮」が
なされたビル
の評価を取得

緑豊かな由緒ある街並みに調和する環境配慮型の邸宅のようなオフィスビル

所在地（住居表示） 東京都品川区北品川六丁目7番29号

取得価格 39,700百万円

構造・階数 RC造／地下1階・地上9階

延床面積 62,975.42㎡

総賃貸可能面積 21,033.47㎡

ガーデンシティ品川御殿山IPO
取得資産
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Ⅰ 投資法人の概要

ポートフォリオの概要

大阪市のメインストリートである御堂筋沿いに立地し、周辺のランドマーク的要素が認められるオフィスビル

所在地（住居表示） 大阪府大阪市中央区北久宝寺町三丁目6番1号

取得価格 23,100百万円

構造・階数 S造・SRC造／地下2階・地上25階

延床面積 46,010.88㎡

総賃貸可能面積 16,699.46㎡

本町南ガーデンシティIPO
取得資産

高台に位置し免震設備を有する事業継続性の高いオフィスビル

所在地（住居表示） 東京都品川区北品川六丁目5番17号

取得価格 51,500百万円

構造・階数 S造・SRC造／地下1階・地上7階

延床面積 19,812.85㎡

総賃貸可能面積 19,999.97㎡

御殿山SHビルIPO
取得資産

本町ガーデンシティ

DBJ Green Building認証

5段階評価の
最高ランクに
次ぐ極めて優
れ た「 環 境・社
会への配慮」が
なされたビル
の評価を取得
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本町ガーデンシティ第1回PO
取得資産

Ⅰ 投資法人の概要

■財務戦略

■有利子負債の状況（平成27年4月30日現在）

本投資法人は、スポンサーである積水ハウスの信用力を背景に、メガバンク中心の国内有力金融機関との
強固かつ安定的な取引関係を築くとともに、固定金利及び変動金利の最適なバランスを図りつつ、借入期
間の長期化を検討し、返済期限の分散化等を図ることで、リファイナンスリスクや金利変動リスクを低減
していく方針です。

みずほ銀行
12.7%

三菱東京UFJ銀行
24.0%

三井住友銀行
21.1%

みずほ信託銀行
5.1%

有利子
負債総額
550億円

三菱UFJ信託銀行
6.5%

日本政策投資銀行
5.5%

農林中央金庫
5.5%

三井住友信託銀行
12.0%

りそな銀行
7.6%

借入先の分散状況

■変動金利　■固定金利

平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

平成
31年

平成
32年

平成
33年

平成
34年

平成
35年

平成
36年

200

150

100

50

0

（億円）

140 140

170

100

既存借入金の返済期限の分散状況

安定的な財務基盤の構築

格付の状況

長期発行体格付

AA– 
（安定的）
株式会社日本格付研究所

（JCR）

ポートフォリオの概要

本町南ガーデンシティ

本町ガーデンシティ

大阪市役所

本町駅 堺筋本町駅

駅
目
丁
四
町
谷中央大通

地下鉄中央線

筋
堺

線
状
環
速
高
神
阪

阪神高速東大阪線

線
橋
つ
四
鉄
下
地

線
筋
堂
御
鉄
下
地

線
筋
堺
鉄
下
地

線
町
谷
鉄
下
地

筋
堂
御

本町通

中央区西区

中央区役所

淀屋橋駅肥後橋駅
北浜駅

天満橋駅

靱公園

中之島公園

500m

第2期取得

御堂筋沿いで都市再生特別地区の適用により従来の高さ規制を超え、ランドマーク性が認められる複合施設

所在地（住居表示） 大阪府大阪市中央区本町三丁目6番4号

取得価格 38,600百万円

構造・階数 S造・SRC造/地下2階・地上27階

延床面積 49,163.16㎡

総賃貸可能面積 17,006.94㎡

DBJ Green Building認証

5段階評価の
最高ランクに
次ぐ極めて優
れ た「 環 境・社
会への配慮」が
なされたビル
の評価を取得

18 19



Ⅰ 投資法人の概要

■投資主利益とスポンサーである積水ハウスの利益の一致を図る取組みの採用
積水ハウスによる本投資口の保有
▪�積水ハウスは、保有している本投資法人の投資口については、一定期間保有を継続する意向であることを本投資法
人及び本資産運用会社に対して表明しています。

積水ハウスとの物件の共有又は区分所有の依頼・検討に関する合意
▪�積水ハウスに対して、本投資法人との間で不動産等を共有（準共有を含みます。）又は区分所有することを依頼する
ことができ、積水ハウスは、当該依頼について真摯に検討することを合意しています。

業績連動型の資産運用報酬体系の導入
運用報酬① 総資産額×0.5%（上限）
運用報酬② DPU（注1）×営業利益（注2）×0.004%（上限） （注1）「DPU」＝運用報酬②控除前分配可能金額÷発行済投資口総数

（注2）運用報酬②控除前の営業利益

運用報酬③ 取得の売買代金額×0.5%（上限）（利害関係者との取引：0.25％（上限））
運用報酬④ 売却の売買代金額×0.5%（上限）（利害関係者との取引：無し）

利益相反取引防止措置
物件の取得 不動産鑑定評価額等以下の金額
物件の譲渡 不動産鑑定評価額等以上の金額

媒介手数料の支払 宅地建物取引業法に規定する報酬の範囲内とし、契約条件の水準、媒介の難易度等を
勘案して決定

不動産等資産の
管理等の委託

a. �委託料の市場水準、提供役務の内容、業務総量等を総合的に勘案の上、適正と判断さ
れる条件で委託

b. �不動産等資産を取得する際に、利害関係者が管理等を受託しており、引き続きこれに
委託する場合、委託条件の適正性に十分に留意し、取得の可否及び取得価格を決定

c. �原則年1回、利害関係者の管理業務等の遂行状況について、利害関係を有しない独立
した外部の評価機関による評価等を行い委託先としての適正性を検証

不動産等資産の
賃貸借契約の締結

市場賃料、周辺相場等を調査し、必要に応じて利害関係者でない第三者の意見等も参
考にした上で、適正と判断される条件により決定

契約金額3,000万円を
超える工事等の発注

利害関係者以外の第三者の見積価格・役務提供の内容等と比較検討した上で、見積価
格・役務提供の内容等が本投資法人にとって不利益でない場合に限り、利害関係者に
対し発注することができる

差戻し 否決 否決 否決 不承認

起
案
部
署

本
投
資
法
人
役
員
会

投
資
委
員
会

取
締
役
会

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス・

オ
フ
ィ
サ
ー

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

委
員
会

外部委員の出席及び賛成が必須

起
　案

審
査・承
認

審
議・決
議

審
議・決
議

審
議・決
議

審
議・承
認（
注
）

意思決定フロー

■利益相反に対する第三者性を確保したガバナンス体制の構築

（注）�承認には当該承認に基づく本投資法人の同意
を含みます。

投資主利益を重視した仕組みの採用 本投資法人／本資産運用会社の概要

■本投資法人の概要

■本資産運用会社の概要

本投資法人 本資産運用会社

積水ハウス投資顧問
株式会社

本資産運用会社の親会社
／スポンサー

積水ハウス株式会社

100%株式保有

資産保管会社
三菱UFJ信託銀行株式会社

❷

❸

❹

❶

❺
投資主名簿等管理人
みずほ信託銀行株式会社

機関運営事務等受託者
三菱UFJ信託銀行株式会社

会計監査人

投資主総会

新日本有限責任監査法人

役員会
執行役員 ： 井上 順一
監督役員 ： 野村 滋
監督役員 ： 大宮 立

❺ パイプライン・サポート契約
 /スポンサー・サポート契約等

❸ 事務委託契約（投資口事務受託契約）
❹ 一般事務委託契約

❶ 資産運用委託契約
❷ 資産保管業務委託契約

株主総会

取締役会

代表取締役社長

コンプライアンス・オフィサー

コンプライアンス委員会

監査役

IR財務部 総務経理部不動産投資部 不動産運用部

不動産投資運用本部 管理本部

投資委員会

名　称 積水ハウス投資顧問株式会社

株　主 積水ハウス株式会社（100%）

資本金 400百万円

住　所 東京都港区元赤坂一丁目6番6号

代表取締役社長 井上 順一
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Ⅱ 資産運用報告

資産運用の概況

1. 投資法人の運用状況等の推移

期　別
第1期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

営業収益 百万円 2,108
（うち不動産賃貸事業収益） 百万円 （2,108）

営業費用 百万円 528
（うち不動産賃貸事業費用） 百万円 （367）

営業利益 百万円 1,580
経常利益 百万円 1,014
当期純利益	 （a） 百万円 1,013
総資産額	 （b） 百万円 129,482
（対前期比） ％ （－）

純資産額	 （c） 百万円 68,087
（対前期比） ％ （－）

有利子負債額	 （d） 百万円 55,000
出資総額 百万円 67,074
発行済投資口総数	 （e） 口 632,000
1口当たり純資産額	 （c）/（e） 円 107,733
分配金総額	 （f） 百万円 1,013
1口当たり分配金	 （f）/（e） 円 1,603
（うち1口当たり利益分配金） 円 （1,603）
（うち1口当たり利益超過分配金） 円 （－）

総資産経常利益率（注4） ％ 0.8
（年換算値）（注5） ％ 2.0

自己資本利益率（注4） ％ 1.5
（年換算値）（注5） ％ 3.8

期末自己資本比率（注4）	 （c）/（b） ％ 52.6
（対前期増減） ％ （－）

配当性向（注4）	 （f）/（a） ％ 100.0
【その他参考情報】
当期運用日数（注6） 日 149
期末投資物件数 件 3
期末稼動率 ％ 100.0
当期減価償却費 百万円 305
当期資本的支出額 百万円 （－）
賃貸NOI（Net Operating Income）（注4） 百万円 2,046
FFO（Funds from Operation）（注4） 百万円 1,318
1口当たりFFO（注4） 円 2,086
期末総資産有利子負債比率（LTV）（注4）	 （d）/（b） ％ 42.5

（注1）	�積水ハウス・リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）の営業期間は、毎年5月1日から10月末日まで及び11月1日から翌年4月末日までの各
6か月間ですが、第1期営業期間は本投資法人設立の日（平成26年9月8日）から平成27年4月末日までです。

（注2）	営業収益等には消費税等は含まれていません。
（注3）	特に記載のない限り、記載未満の数値については切り捨てて、比率は小数第2位を四捨五入して記載しています。以下同じです。
（注4）	以下の算定式により算出しています。

総資産経常利益率

経常利益÷｛（期首総資産額＋期末総資産額）÷2｝×100
なお、第1期の期首総資産額には、本投資法人の実質的な資産運用期間の開始日（平成26
年12月3日）時点の総資産額を使用しており、平成26年12月3日時点の総資産額は、平成26
年11月末日現在の月次決算の数値に平成26年12月1日から平成26年12月3日までの取引
を集計して算出しています。

自己資本利益率

当期純利益÷｛（期首純資産額＋期末純資産額）÷2｝×100
なお、第1期の期首純資産額には、本投資法人の実質的な資産運用期間の開始日（平成26
年12月3日）時点の純資産額を使用しており、平成26年12月3日時点の純資産額は、平成26
年11月末日現在の月次決算の数値に平成26年12月1日から平成26年12月3日までの取引
を集計して算出しています。

期末自己資本比率 期末純資産額÷期末総資産額×100

配当性向 分配金総額（利益超過分配金を含まない）÷当期純利益×100

賃貸NOI（Net Operating Income） 不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用（減価償却費を除く。）

FFO（Funds from Operation） 当期純利益＋当期減価償却費－不動産等売却損益

1口当たりFFO FFO÷発行済投資口総数（円未満を切り捨てています。）

期末総資産有利子負債比率（LTV） 有利子負債額÷総資産額×100

（注5）	第1期については実質的な運用日数149日（平成26年12月3日から平成27年4月30日まで）に基づいて年換算値を算出しています。
（注6）	当期運用日数は実質的な運用日数を記載しています。

2. 当期の資産の運用の経過
（1） 投資法人の主な推移
　本投資法人は、日本を代表するハウスメーカーの一つであり、ディベロッパー事業でも豊富な開発・運用実績を
有する積水ハウス株式会社（以下「積水ハウス」といいます。）をスポンサーとして、平成26年9月8日に設立され、平
成26年12月3日に東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場（銘柄コード：3309）しました。
　本投資法人は、主として商業用不動産（注）に投資し、中長期にわたる安定した収益の確保と運用資産の着実な成
長を目指して資産の運用を行うことを方針としており、特に、戦略的立地に所在する、又は高品質な商業用不動産
をプライム・プロパティと呼称し、投資対象の中核と位置付けています。
　上記方針に基づき、本投資法人は上場日である平成26年12月3日に3物件（取得価格の合計114,300百万円）を
取得し、実質的な運用を開始しました。

（注）「商業用不動産」とは、主たる用途がオフィスビル、商業施設及びホテル等の住居以外の事業的用途に用いられる不動産をいいます。住居には学生
寮、社宅及びサービス付高齢者向け住宅を含みます。以下同じです。

（2） 運用環境と運用実績
運用環境
　当期における日本経済は、雇用・所得環境の改善を背景に個人消費は緩やかながらも持ち直す傾向にあり、円安・
原油安を受けて企業収益は改善基調が持続するなど緩やかな回復基調が続いています。
　不動産売買市場においては、良好な資金調達環境に加え、オフィス賃料水準や空室率の改善が顕在化しつつある
ことから投資意欲は高まっており、特に円安や不動産価格の相対的な割安感から海外ファンド勢の動きが活発化
し、一部では過熱感が増しています。
　また、オフィス賃貸市場については、主要オフィスエリアにおいて企業業績の改善を背景とした増床・拡張移転
等を反映し、空室率の着実な改善が続くとともに、賃料水準についても一部では上昇の動きがみられる状況です。
一方、商業施設を取り巻く環境は、日本銀行の金融経済月報（平成27年4月）によると、全国百貨店売上高は、駆け込
み需要の反動減からの持ち直しや株価上昇による資産効果に加え、訪日外国人向けの販売増にも支えられて、改善
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Ⅱ 資産運用報告

基調を続けています。また、全国スーパー売上高は、相対的に弱めの動きとなりましたが、コンビニエンスストア売
上高は緩やかな増加傾向にあるなど、個人消費の動向の影響を受ける傾向にある店舗賃料については、回復傾向で
推移しているものと考えられます。

運用実績
　本投資法人は、規約に定める資産運用の基本方針に基づき、新投資口の発行による手取金及び借入金により、平
成26年12月3日に「ガーデンシティ品川御殿山」（東京都品川区、取得価格39,700百万円）、「御殿山SHビル」（東京
都品川区、取得価格51,500百万円）及び「本町南ガーデンシティ」（大阪府大阪市、取得価格23,100百万円）の3物件
の不動産を信託財産とする不動産信託受益権を取得し、運用を開始しました。
　平成27年4月30日現在（以下「当期末現在」といいます。）において本投資法人が保有する資産は上記3物件であ
り、取得価格の合計は114,300百万円、総賃貸可能面積は57,732.90㎡となっています。また、3物件のうち2物件
は積水ハウスを賃借人とするマスターリース契約が、1物件は1テナントを賃借人とする長期賃貸借契約が、それ
ぞれ締結されており、当期末現在の稼働率は100.0％となっています。

（3） 資金調達の概要
　本投資法人は、平成26年12月2日を払込期日として公募による新投資口の発行（600,000口）を実施し、平成26
年12月3日に東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場しました。その後、平成26年12月24日を払込期日と
して第三者割当による新投資口の発行（30,000口）を実施し、これにより、当期末現在の出資総額は67,074百万円、
発行済投資口数は632,000口となっています。
　また、本投資法人は、新規上場に伴う不動産信託受益権（3物件）の取得に際し、不動産信託受益権3物件の取得資
金及び関連費用に充当するため、平成26年12月3日付で総額55,000百万円の借入金を調達し、このうち借入金
41,000百万円については、金利スワップ取引により金利の固定化を図りました。
　その結果、当期末現在において有利子負債残高は55,000百万円、資産総額のうち有利子負債総額（借入金額、投
資法人債発行額、短期投資法人債発行額の総額）の占める割合（以下「総資産LTV」といいます。）は42.5％となりま
した。
　なお、本投資法人は、当期において、株式会社日本格付研究所から長期発行体格付（AA－／格付の見通し：安定
的）を取得しています。

（4） 業績及び分配の概要
　当期の実績は、営業収益2,108百万円、営業利益1,580百万円、経常利益1,014百万円となり、当期純利益は1,013
百万円となりました。また分配金については、投資法人の税制の特例（租税特別措置法（昭和32年法律第26号。その
後の改正を含みます。）（以下「租税特別措置法」といいます。）第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損
金算入されることを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数分を除く当期未処分利益の全額を
分配することとし、この結果、投資口1口当たりの分配金は1,603円となりました。
 
3. 増資等の状況
　本投資法人の設立以降平成27年4月30日までの出資総額及び発行済投資口総数の増減は以下のとおりです。

年月日 摘　要
出資総額（千円） 発行済投資口総数（口）

備考
増　減 残　高 増　減 残　高

平成26年 9 月 8 日 私募設立 200,000 200,000 2,000 2,000 （注1）

平成26年12月 2 日 公募増資 63,690,000 63,890,000 600,000 602,000 （注2）

平成26年12月24日 第三者割当増資 3,184,500 67,074,500 30,000 632,000 （注3）

（注1）本投資法人の設立に際して、1口当たり発行価格100,000円にて新投資口を発行しました。
（注2）1口当たり発行価格110,000円（発行価額106,150円）にて、公募により新投資口を発行しました。
（注3）1口当たり発行価額106,150円にて、第三者割当により新投資口を発行しました。

【投資証券の取引所価格の推移】
　本投資法人の投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格（終
値）は以下のとおりです。

期　別
第1期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

最　高（円） 148,600
最　低（円） 131,700

（注）本投資法人の投資証券が東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場されたのは平成26年12月3日です。

 

4. 分配金等の実績
　当期（第1期）の分配金は、1口当たり1,603円であり、投資法人の課税所得から利益分配金相当額を損金として控
除する法人税課税の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用を企図しており、当期未処分利益の概ね全額を分配
することとしています。

期　別
第1期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

当期未処分利益総額� （千円） 1,013,381
利益留保額� （千円） 285
金銭の分配金総額� （千円） 1,013,096

（1口当たり分配金）� （円） （1,603）
うち利益分配金総額� （千円） 1,013,096

（1口当たり利益分配金）� （円） （1,603）
うち出資払戻総額� （千円） －

（1口当たり出資払戻額）� （円） （－）

5. 今後の運用方針
（1） 想定される将来動向
　今後の日本経済においては、雇用・所得環境の改善が続く中、原油価格下落の影響や政府による各種経済対策の
効果などにより、景気は緩やかに回復していくことが期待されます。足元においては、堅調な企業収益など良好な
投資環境の持続が見込まれるものの、アメリカ経済の回復ペースや原油価格下落の影響、新興国経済の先行き等、
海外経済の動向については継続して注視していく必要があると考えています。
　オフィス賃貸市場については、雇用情勢や企業業績の回復等を背景としたオフィス需要が堅調に推移している
ことから、これに伴って主要なオフィスエリアの空室率の低下も継続しており、需給バランスの改善が進みつつあ
ります。
　こうしたオフィス賃貸市場の本格的な回復期待の中、オフィスの不動産売買市場においては良好な資金調達環
境により、上場REIT、私募REITをはじめとして、円安や不動産価格の相対的な割安感から海外投資家等も加わり不
動産投資が活発化しています。また将来的な賃料収入の増加期待を織り込んだ不動産価格の形成が期待利回りの
低下を促進し、不動産取得への一層の過熱感が増してくるものと思われます。
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（2） 今後の運用方針及び対処すべき課題
　本投資法人は、次期以降も引き続き、主な投資対象と位置付ける商業用不動産の中でも、戦略的立地に所在する、
又は高品質な商業用不動産であるプライム・プロパティを投資対象の中核とし、これまでに商業用不動産を開発し、
運営してきた豊富な実績を有する積水ハウスの不動産開発力及び運営力等をスポンサーサポートを通じて最大限
に活用する成長戦略を推進することで、中長期にわたる安定した収益の確保と運用資産の着実な成長を実現し、投
資主価値を最大化することを目指します。また、一方で積水ハウス投資顧問株式会社（以下「本資産運用会社」とい
います。）独自の取り組みによる投資機会も探索することで、ポートフォリオの分散の進展に努めていきます。
　主たる投資対象地域は、積水ハウスの開発実績に基づき知見のある東京23区、大阪市及び名古屋市の三大都市
を中核とする三大都市圏（注）とする方針です。
　本投資法人は、積水ハウスとの間でパイプライン・サポート契約を締結しており、積水ハウスの有する都市再開
発事業に関する実績やノウハウを活用して、（a）積水ハウスが保有又は開発する国内不動産等の売却に関する優先
交渉権の付与、（b）第三者が国内において保有又は開発する不動産等に関する情報提供、（c）ウェアハウジング機
能の提供並びに（d）保有資産の再開発サポートといった、外部成長のための物件取得に向けたサポート（パイプラ
イン・サポート）を積水ハウスより受けることができます。また、本投資法人は、積水ハウスより、（a）保有資産に関
するPM業務の提供や、（b）内部成長のための保有資産の運用にかかわる（ⅰ）テナント満足度の向上又は省エネル
ギー・環境配慮等をはじめとするリニューアル・バリューアップ等に資する技術及びノウハウの提供、（ⅱ）本投資
法人の運営に必要なノウハウの提供を含む人的サポート、並びに（ⅲ）マスターリースの締結協議等のサポートを
受けることができます。
　本投資法人は、これらの外部成長及び内部成長のための積水ハウスの多様なサポートを成長戦略に最大限に活
用し、安定的な収益の確保と運用資産の着実な成長を実現し、投資主価値を最大化することを目指します。

（注）「三大都市」とは、東京23区、大阪市及び名古屋市をいいます。また、「三大都市圏」とは、「東京圏」、「大阪圏」及び「名古屋圏」をいいます。なお、
「東京圏」とは、東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県を、「大阪圏」とは、大阪府、京都府、兵庫県及び奈良県を、「名古屋圏」とは、愛知県をいいま
す。

（3） 財務戦略
　本投資法人は、中長期的に安定収益の確保及び投資主価値の向上のために安定的かつ健全な財務運営を行って
いく方針です。具体的には、スポンサーである積水ハウスの信用力を背景にメガバンク中心の国内有力金融機関と
の強固かつ安定的な取引関係を築くとともに、固定金利及び変動金利の最適なバランスを図りつつ、借入期間の長
期化を検討し、返済期限の分散化等を図ることで、リファイナンスリスクや金利変動リスクを低減していく方針で
す。
　また、総資産LTVについては、資金余力の確保に留意して40％〜50％の水準で保守的に運営する方針です。
　なお、当期末現在において、42.5％であった本投資法人の総資産LTVは、平成27年5月に実施した公募増資等に
より、一定程度の引き下げが見込まれます。本投資法人は、この総資産LTVの引き下げにより創出された資金余力
の活用を検討するとともに、マーケット環境及び本投資法人の財務状況等を総合的に勘案し、投資法人債の発行等
を含む、直接金融・間接金融等の手法の多様化を図ります。
 

6. 決算後に生じた重要な事実
新投資口の発行
　本投資法人は、平成27年4月24日開催の役員会において、以下のとおり新投資口の発行に関する決議を行い、公
募による新投資口については平成27年5月19日、第三者割当による新投資口については平成27年6月12日にそれ
ぞれ払込が完了し、出資総額は87,743,594,000円、発行済投資口数は794,000口となっています。

ⅰ） 公募による新投資口発行（一般募集）
発行投資口数	 ： 154,200口
発行価格	 ： 1口当たり131,917円
発行価格の総額	 ： 20,341,601,400円
払込金額（発行価額）	 ： 1口当たり127,587円
払込金額（発行価額）の総額	 ： 19,673,915,400円
払込期日	 ： 平成27年5月19日
分配金起算日	 ： 平成27年5月1日

ⅱ） 第三者割当による新投資口発行
発行投資口数	 ： 7,800口
払込金額（発行価額）	 ： 1口当たり127,587円
払込金額（発行価額）の総額	 ： 995,178,600円
払込期日	 ： 平成27年6月12日
分配金起算日	 ： 平成27年5月1日
割当先	 ： 野村證券株式会社

ⅲ） 調達資金の使途
　上記の公募による新投資口発行により調達した資金は、平成27年5月19日に取得した本町ガーデンシティ
の取得資金の一部に充当し、第三者割当による新投資口発行により調達した資金については、借入金の返済資
金の一部に充当する予定です。

（参考情報）
（ア）資金の借入れ
　本投資法人は、平成27年5月19日付で、下記「（イ）資産の取得」に記載の資産の取得資金及び関連費用に充当
するため、以下のとおり資金の借入れを行いました。

区分 借入先 借入金額
（百万円） 利　率 借入実行日 返済期日 返済方法 摘要

短期
株式会社三菱東京
UFJ銀行及び株式
会社三井住友銀行

16,600 基準金利（全銀協1か月
日本円TIBOR）＋0.225％

平成27年
5月19日

平成28年
5月18日

期限一括
返済

無担保
無保証

（イ）資産の取得
　平成27年5月19日付で以下の1物件を取得しました。

物件名称 本町ガーデンシティ
資産の種類 不動産を信託財産とする信託受益権

区分 オフィスビル
取得価格 38,600百万円
取得日 平成27年5月19日
取得先 積水ハウス株式会社

所在地（住居表示） 大阪府大阪市中央区本町三丁目6番4号
所有形態 土地：敷地権（共有持分）、建物：区分所有権
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Ⅱ 資産運用報告

1. 出資の状況

期　別 第1期
平成27年4月30日現在

発行可能投資口総口数� （口） 10,000,000
発行済投資口総数� （口） 632,000
出資総額� （百万円） 67,074
投資主数� （人） 16,005

2. 投資口に関する事項
　当期末現在の投資主のうち、保有する投資口の比率が高い上位10名は以下のとおりです。

氏名又は名称 所有投資口数（口） 発行済投資口総数に対する
所有投資口数の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 129,381 20.47
積水ハウス株式会社 60,200 9.53
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 44,794 7.09
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 40,616 6.43
GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 17,741 2.81
野村信託銀行株式会社（投信口） 16,816 2.66
NOMURA BANK （LUXEMBOURG） S.A. 13,536 2.14
株式会社横浜銀行 7,658 1.21
株式会社北國銀行 6,518 1.03
資産管理サービス信託銀行株式会社（金銭信託課税口） 6,429 1.02

合　計 343,689 54.38
（注）発行済投資口総数に対する所有投資口数の割合は、小数第3位を四捨五入して記載しています。

3. 役員等に関する事項
（1） 当期における執行役員、監督役員及び会計監査人は以下のとおりです。

役職名 氏名又は名称 主な兼職等
当該営業期間に
おける役職毎の

報酬の総額（千円）
執行役員 井上　順一 積水ハウス投資顧問株式会社　代表取締役社長 －

監督役員
野村　滋

株式会社K-GOLDインターナショナル　監査役
野村滋公認会計士事務所　所長
特定非営利活動法人ビュー・コミュニケーションズ　監事

2,400

大宮　立 キュービーネット株式会社　監査役
シティ法律事務所　パートナー 2,400

会計監査人 新日本有限責任監査法人 － 10,600
（注2）

（注1）‌�執行役員及び監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有していません。また、監督役員は、上記記載以外の他の法
人の役員である場合がありますが、上記を含めていずれも本投資法人と利害関係はありません。

（注2）‌�上記記載の報酬の総額は概算額であり、平成26年10月及び平成27年4月に行われた新投資口発行の際の不動産投資法人固有事項に関する
合意された手続業務に係る報酬が含まれています。

（2） 会計監査人の解任及び不再任の決定の方針
　会計監査人の解任については、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含
みます。）（以下「投信法」といいます。）の定めに従い、また、不再任については、監査の品質、監査報酬額等その他諸
般の事情を総合的に勘案して、本投資法人の役員会において検討します。

4. 資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者
　当期末現在における資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は以下のとおりです。

委託区分 名　称
資産運用会社 積水ハウス投資顧問株式会社
資産保管会社 三菱UFJ信託銀行株式会社
一般事務受託者（投資主名簿等管理人） みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者（機関運営事務等受託者） 三菱UFJ信託銀行株式会社

投資法人の概況
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Ⅱ 資産運用報告

　本投資法人が保有する不動産等の賃貸状況は以下のとおりです。

不動産等の名称

第1期
自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

テナント数
〔当期末時点〕

（注1）

稼働率
〔当期末時点〕

（％）

不動産賃貸事業収益
〔期間中〕
（百万円）

（注2）

対総不動産賃貸
事業収益比率

（％）
（注3）

ガーデンシティ品川御殿山 1 100.0 730 34.6
御殿山SHビル 1 100.0 895 42.5
本町南ガーデンシティ 1 100.0 482 22.9

合　計 3 100.0 2,108 100.0
（注1）「テナント数」は、当期末現在で有効な各物件に係る各賃貸借契約に表示された各物件毎の賃貸借契約上のテナント数の合計を記載しています。

なお、当該物件につきエンドテナントの賃料の変動にかかわらず一定の賃料を受け取る賃料固定型マスターリース契約が締結されている場合には、か
かるマスターリース契約上の賃借人の数をテナント数として記載しています。

（注2）「不動産賃貸事業収益［期間中］」は、各物件の当期の不動産賃貸事業収益の合計につき、百万円未満を切り捨てて記載しています。
（注3）「対総不動産賃貸事業収益比率」は、各物件の当期の不動産賃貸事業収益を総不動産賃貸事業収益で除した割合を示しており、小数第2位を四

捨五入して記載しています。

4. 特定取引の契約額等及び時価の状況表
　当期末現在、本投資法人における特定取引の契約額等及び時価の状況は以下のとおりです。

区　分 種　類
契約額等（千円）（注1）

時価（千円）（注2）
うち1年超

市場取引以外の取引 金利スワップ取引
変動受取・固定支払 41,000,000 41,000,000 －

（注1）金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて記載しています。
（注2）当該取引は、金融商品に関する会計基準上の特例処理の要件を満たしているため、時価の記載は省略しています。

5. その他資産の状況
　不動産を主な信託財産とする信託受益権は、前記 3. 不動産等組入資産明細に記載しており、当期末現在、不動
産等及び資産対応証券等以外の特定資産の組入れはありません。

6. 国及び地域毎の資産保有状況
　当期末現在、日本以外の国及び地域の海外不動産等の組入れはありません。

1. 投資法人の財産の構成
　当期末現在における本投資法人の財産の構成は、以下のとおりです。

資産の種類 地域等（注1）
第1期

平成27年4月30日現在
保有総額（百万円）（注2） 対総資産比率（％）（注3）

信託不動産
三大都市圏 114,108 88.1
その他地域 － －

信託不動産　合計 114,108 88.1
預金・その他の資産 15,374 11.9

資産総額計 129,482 100.0
（注1）「地域等」欄に記載されている「三大都市圏」とは、「東京圏」、「大阪圏」及び「名古屋圏」をいいます。なお、「東京圏」とは、東京都、神奈川県、千葉

県及び埼玉県を、「大阪圏」とは、大阪府、京都府、兵庫県及び奈良県を、「名古屋圏」とは、愛知県をいいます。
（注2）「保有総額」は、当期末現在の貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）を記載しており、百万円未満を切り捨てて記

載しています。
（注3）「対総資産比率」は、小数第2位を四捨五入して記載しています。

2. 主要な保有資産
　当期末現在における本投資法人の保有資産の概要は以下のとおりです。

不動産等の名称
帳簿価額

（百万円）
（注1）

賃貸可能面積
（㎡）
（注2）

賃貸面積
（㎡）
（注3）

稼働率
（％）
（注4）

対総不動産賃貸
事業収益比率

（％）
（注5）

主たる用途

ガーデンシティ品川御殿山 39,660 21,033.47 21,033.47 100.0 34.6 オフィスビル
御殿山SHビル 51,421 19,999.97 19,999.97 100.0 42.5 オフィスビル
本町南ガーデンシティ 23,026 16,699.46 16,699.46 100.0 22.9 オフィスビル

合　計 114,108 57,732.90 57,732.90 100.0 100.0 －
（注1）「帳簿価額」は当期末現在における各物件に係る減価償却後の帳簿価額を記載しており、百万円未満を切り捨てて記載しています。以下同じです。
（注2）「賃貸可能面積」は、当期末現在において有効な各物件に係る賃貸借契約又は建物図面等に基づき賃貸が可能であると考えられるものを記載して

います。以下同じです。
（注3）「賃貸面積」は、当期末現在において有効な各物件に係る各賃貸借契約に表示された賃貸面積の合計を記載しています。
（注4）「稼働率」は、当期末現在における各物件に係る賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合を示しており、小数第2位を四捨五入して記載してい

ます。なお、合計欄については、ポートフォリオ全体の稼働率を記載しており、すべての物件に係る賃貸可能面積に対してすべての物件に係る賃貸面
積が占める割合を記載しています。以下同じです。

（注5）「対総不動産賃貸事業収益比率」は、小数第2位を四捨五入して記載しています。以下同じです。

 

3. 不動産等組入資産明細
　当期末現在における本投資法人が保有する資産の概要は以下のとおりです。

不動産等の名称 所在地 所有形態 期末帳簿価額
（百万円）

期末算定価額
（百万円）（注）

ガーデンシティ品川御殿山 東京都品川区北品川六丁目7番29号 不動産信託受益権 39,660 41,100
御殿山SHビル 東京都品川区北品川六丁目5番17号 不動産信託受益権 51,421 53,400
本町南ガーデンシティ 大阪府大阪市中央区北久宝寺町三丁目6番1号 不動産信託受益権 23,026 25,600

合　計 － － 114,108 120,100
（注）「期末算定価額」は、各不動産鑑定評価書に記載された評価額（当期末現在を価格時点とする大和不動産鑑定株式会社、株式会社谷澤総合鑑定

所及び株式会社立地評価研究所作成の不動産鑑定評価書による）につき、百万円未満を切り捨てて記載しています。

投資法人の運用資産の状況
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Ⅱ 資産運用報告

費用・負債の状況

2. 借入状況
　当期末現在における借入金の状況は以下のとおりです。

区
分 借入先 借入日

当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）

平均利率
（％）
（注）

返済期限 返済
方法 使途 摘要

長
期
借
入
金

株式会社三菱東京UFJ銀行

平成26年
12月3日 －

1,500

0.38088 平成29年
11月30日

期限
一括
返済

資産の
購入及
びそれ
に関連
する費

用

無担保
無保証

株式会社日本政策投資銀行 1,100
農林中央金庫 1,500
株式会社みずほ銀行 2,100
みずほ信託銀行株式会社 1,300
株式会社三井住友銀行 1,200
三井住友信託銀行株式会社 2,100
三菱UFJ信託銀行株式会社 1,300
株式会社りそな銀行 1,900
株式会社三菱東京UFJ銀行 3,300

0.65830 平成31年
11月30日

株式会社日本政策投資銀行 800
農林中央金庫 800
株式会社みずほ銀行 1,800
みずほ信託銀行株式会社 600
株式会社三井住友銀行 3,000
三井住友信託銀行株式会社 1,800
三菱UFJ信託銀行株式会社 1,000
株式会社りそな銀行 900
株式会社三菱東京UFJ銀行 4,200

0.94060 平成33年
11月30日

株式会社日本政策投資銀行 800
農林中央金庫 700
株式会社みずほ銀行 2,400
みずほ信託銀行株式会社 900
株式会社三井住友銀行 3,700
三井住友信託銀行株式会社 2,000
三菱UFJ信託銀行株式会社 900
株式会社りそな銀行 1,400
株式会社三菱東京UFJ銀行 4,200

1.47450 平成36年
11月30日

株式会社日本政策投資銀行 300
株式会社みずほ銀行 700
株式会社三井住友銀行 3,700
三井住友信託銀行株式会社 700
三菱UFJ信託銀行株式会社 400

計 － － 55,000 － － － － －
（注）�平均利率は、期中加重平均利率を記載しています。利率は、小数第6位を四捨五入しています。なお、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ

取引を行った借入金については、金利スワップの効果を勘案した利率を記載しています。

1. 運用等に係る費用明細
（単位：千円）

項　目
第1期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

資産運用報酬 143,170
資産保管手数料 1,381
一般事務委託手数料 3,813
役員報酬 4,800
その他費用 7,632

合　計 160,798

1. 資本的支出の予定
　本投資法人が保有する資産に関し、現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定はありません。
　なお、結果として、会計上の資本的支出に区分処理される部分が発生する可能性があります。

2. 期中の資本的支出
　本投資法人が当期に行った資本的支出に該当する工事はありません。
　なお、当期の費用に区分された修繕費は、3,898千円を計上しています。

3. 長期修繕計画のために積立てた金銭
　当期に長期修繕計画のために積立てた金銭はありません。

保有不動産の資本的支出
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3. 投資法人債の状況
　該当事項はありません。

4. 短期投資法人債の状況
　該当事項はありません。

5. 新投資口予約権の状況
　該当事項はありません。

Ⅱ 資産運用報告

期中の売買状況

3. 特定資産の価格等の調査
（1） 不動産等（鑑定評価）

取得
又は
譲渡

不動産等の名称 取引
年月日 資産の種類

取得価額又
は譲渡価額
（百万円）

鑑定評価額
（百万円）

（注）
鑑定評価機関 価格時点

取得

ガーデンシティ品川御殿山 平成26年
12月3日

不動産
信託受益権 39,700 39,900 大和不動産鑑定

株式会社
平成26年
8月1日

御殿山SHビル 平成26年
12月3日

不動産
信託受益権 51,500 52,100 株式会社

谷澤総合鑑定所
平成26年
8月1日

本町南ガーデンシティ 平成26年
12月3日

不動産
信託受益権 23,100 24,400 株式会社

立地評価研究所
平成26年
8月1日

合　計 － － 114,300 116,400 － －
（注）上記記載の鑑定評価は、「不動産鑑定評価基準　各論第3章　証券化対象不動産の価格に関する鑑定評価」を適用して行っています。

（2） その他
　投信法第201条第2項に基づき特定資産の価格等の調査が必要な取引につきましては、新日本有限責任監査法
人が日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第23号「投資信託及び投資法人における特定資産の価格等の調
査」に基づき調査を実施しており、本投資法人は当該調査の結果の通知を受けています。
　なお、当期において調査対象となった取引は、金利スワップ取引が3件であり、当該取引については、取引の相
手方の名称、金融商品若しくは金融指標の種類、取引期間、その他当該店頭デリバティブ取引の内容に関すること
等について調査を委託しています。

4. 利害関係人等（注1）との取引状況
（1） 取引状況

区　分
売買金額等

買付額等 売付額等
総　額 114,300百万円 －百万円

利害関係人等との取引状況の内訳
積水ハウス株式会社 114,300百万円（100.0％） －百万円（－％）

（2） 支払手数料等（注2）の金額

区　分
支払手数料等

総額（A）
（千円）

利害関係人等との取引内訳 総額に対する割合
（B／A）

（％）支払先 支払金額（B）（千円）

管理委託料（注3） 10,858 積水ハウス株式会社 10,858 100.0
（注1）「利害関係人等」とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令第123条及び一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運

用報告書等に関する規則第26条第27号に規定される本投資法人と資産運用委託契約を締結している資産運用会社の利害関係人等をいいます。
（注2）	上記記載の支払手数料等以外に当期に利害関係人等に発注した修繕工事等の支払額は以下のとおりです。
		  積水ハウス株式会社	 3,898千円

（注3）「管理委託料」は、千円未満を切り捨てて記載しています。

5. �資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　本資産運用会社は、当期末現在、金融商品取引法上の第一種金融商品取引業及び第二種金融商品取引業、宅地建
物取引業又は不動産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず、該当する取引はありません。

1. 不動産等及び資産対応証券等の売買状況等

不動産等の名称

取　得 譲　渡

取得年月日
取得価額

（百万円）
（注）

譲渡年月日
譲渡価額

（百万円）
（注）

帳簿価額
（百万円）

売却損益
（百万円）

ガーデンシティ品川御殿山 平成26年
12月3日 39,700 － － － －

御殿山SHビル 平成26年
12月3日 51,500 － － － －

本町南ガーデンシティ 平成26年
12月3日 23,100 － － － －

合　計 － 114,300 － － － －
（注）「取得価額」及び「譲渡価額」は、保有する各物件に係る売買契約に記載された売買代金額（消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費

用を含まず、百万円未満を切り捨てています。）を記載しています。以下同じです。

2. その他の資産の売買状況等
　該当事項はありません。
　なお、前記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他の資産は、概ね銀行預金又は信託財産内の銀行預金
です。
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経理の状況

1. 資産、負債、元本及び損益の状況等
　後記「Ⅲ　貸借対照表」、「Ⅳ　損益計算書」、「Ⅴ　投資主資本等変動計算書」、「Ⅵ　注記表」及び「Ⅶ　金銭の分
配に係る計算書」をご参照下さい。

2. 減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

3. 不動産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。

Ⅱ 資産運用報告

自社設定投資信託受益証券等の状況等
　該当事項はありません。

海外不動産保有法人の状況等
　該当事項はありません。

その他

1. お知らせ
（1） 投資主総会
　当期において、平成26年10月16日に本投資法人の第1回投資主総会が開催されました。投資主総会で承認され
た事項は以下のとおりです。

承認日 承認事項 概　要

平成26年10月16日 規約一部変更

本投資法人の規約の一部変更を行い、本投資法人の設立
に際して必要とされた規約記載事項について設立後不要と
なった文言を削除したほか、投資信託及び投資法人に関す
る法律施行令（平成12年政令第480号。その後の改正を
含みます。）の改正に伴う投資対象の追加等を行いました。

（2） 投資法人役員会
　当期において、投信法第109条第2項第2号、第3号、第5号、第6号及び第8号に規定する事項等のうち、本投資法
人の役員会で承認された事項は以下のとおりです。

承認日 承認事項 概　要

平成26年 9 月 8 日 資産運用委託契約書の締結 積水ハウス投資顧問株式会社に本投資法人の資産運用に
係る業務を委託しました。

平成26年 9 月 8 日 資産保管業務委託契約書の締結 三菱UFJ信託銀行株式会社に本投資法人の資産保管に
係る業務を委託しました。

平成26年 9 月 8 日 事務委託契約書（投資口事務受
託契約書）の締結

みずほ信託銀行株式会社に本投資法人の投資主名簿等
管理に係る業務を委託しました。

平成26年 9 月 8 日 一般事務委託契約書の締結 三菱UFJ信託銀行株式会社に本投資法人の機関運営及
び会計事務等に係る一般事務を委託しました。

平成26年10月16日 資産運用委託契約変更契約書の
締結

積水ハウス投資顧問株式会社との間で、同日開催の役員会
における規約一部変更の承認を停止条件とし、投資対象の
追加等について合意しました。

平成26年11月21日 新投資口引受契約の締結

野村證券株式会社、SMBC日興証券株式会社、ゴールドマ
ン・サックス証券株式会社、大和証券株式会社、三菱UFJモ
ルガン・スタンレー証券株式会社、みずほ証券株式会社に対
し、同日開催の役員会で承認された新投資口発行及び投資
口売出しについての新投資口を引き受ける者の募集等に係
る事務を委託しました。

2. 金額及び比率の端数処理
　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切り捨て、比率は四捨五入して記載しています。

海外不動産保有法人が有する不動産の状況等
　該当事項はありません。
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Ⅲ 貸借対照表

（単位：千円）

当期
（平成27年4月30日）

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 4,806,695

　　信託現金及び信託預金 7,770,676

　　前払費用 65,883

　　繰延税金資産 24

　　未収消費税等 2,451,353

　　その他 121

　　流動資産合計 15,094,753

　固定資産

　　有形固定資産

　　　信託建物 30,919,664

　　　　減価償却累計額 △ 297,650

　　　　信託建物（純額） 30,622,013

　　　信託構築物 643,178

　　　　減価償却累計額 △ 7,215

　　　　信託構築物（純額） 635,962

　　　信託土地 82,850,441

　　　信託建設仮勘定 0

　　　有形固定資産合計 114,108,418

　　無形固定資産

　　　その他 6,822

　　　無形固定資産合計 6,822

　　投資その他の資産

　　　差入敷金及び保証金 10,000

　　　長期前払費用 262,823

　　　投資その他の資産合計 272,823

　　固定資産合計 114,388,065

　資産合計 129,482,818

（単位：千円）

当期
（平成27年4月30日）

負債の部

　流動負債

　　営業未払金 17,552

　　未払金 194,928

　　未払費用 67,862

　　未払法人税等 1,144

　　流動負債合計 281,488

　固定負債

　　長期借入金 55,000,000

　　信託預り敷金及び保証金 6,113,449

　　固定負債合計 61,113,449

　負債合計 61,394,937

純資産の部

　投資主資本

　　出資総額 67,074,500

　　剰余金

　　　当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,013,381

　　　剰余金合計 1,013,381

　　投資主資本合計 68,087,881

　純資産合計� ※1 68,087,881

負債純資産合計 129,482,818
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Ⅳ 損益計算書 Ⅴ 投資主資本等変動計算書

（単位：千円）
当期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

営業収益

　賃貸事業収入� ※1 2,108,597

　営業収益合計 2,108,597

営業費用

　賃貸事業費用� ※1 367,319

　資産運用報酬 143,170

　資産保管手数料 1,381

　一般事務委託手数料 3,813

　役員報酬 4,800

　その他営業費用 7,632

　営業費用合計 528,117

営業利益 1,580,479

営業外収益

　受取利息 502

　営業外収益合計 502

営業外費用

　支払利息 183,616

　融資関連費用 134,748

　創業費 58,684

　投資口交付費 119,963

　投資口公開関連費用 64,367

　その他 5,000

　営業外費用合計 566,379

経常利益 1,014,602

税引前当期純利益 1,014,602

法人税、住民税及び事業税 1,246

法人税等調整額 △ 24

法人税等合計 1,221

当期純利益 1,013,381

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,013,381

当期（自 平成26年9月8日　至 平成27年4月30日）
（単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金

投資主資本合計当期未処分利益
又は当期未処理

損失（△）
剰余金合計

当期首残高 － － － － －

当期変動額

　新投資口の発行 67,074,500 67,074,500 67,074,500

　当期純利益 1,013,381 1,013,381 1,013,381 1,013,381

　当期変動額合計 67,074,500 1,013,381 1,013,381 68,087,881 68,087,881

当期末残高 ※1� 67,074,500 1,013,381 1,013,381 68,087,881 68,087,881
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Ⅵ 注記表

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

項　目
当期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

1. 固定資産の減価償却の方法 ①有形固定資産（信託財産を含みます。）
　　定額法を採用しています。
　　なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。
　　　建物	 17〜62年
　　　構築物	 37〜40年
②無形固定資産
　　定額法を採用しています。
③長期前払費用
　　定額法を採用しています。

2. 繰延資産の処理方法 ①創業費
　　支出時に全額費用処理しています。
②投資口交付費
　　支出時に全額費用処理しています。

3. 収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法
　�　保有する不動産等にかかる固定資産税、都市計画税及び償却資産税

等については、賦課決定された税額のうち当該計算期間に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用しています。

　�　なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、
譲渡人に支払った取得日を含む年度の固定資産税等の精算金は不動産
賃貸事業費用として計上せず、当該不動産等の取得原価に算入していま
す。当期において、不動産等の取得原価に算入した固定資産税等相当額
は、30,766千円です。

4. ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法
　�　繰延ヘッジ処理によっています。ただし、特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては特例処理を採用しています。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段：金利スワップ取引
　　ヘッジ対象：借入金金利
③ヘッジ方針
　�　本投資法人はリスク管理基本方針に基づき投資法人規約に規定するリ

スクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っています。
④ヘッジの有効性の評価の方法
　�　金利スワップは特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価は省

略しています。

項　目
当期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

5. �その他財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項

①不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法
　�　保有する不動産等を信託財産とする信託受益権については、信託財産

内の全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び
費用勘定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上
しています。

　�　なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科
目については、貸借対照表において区分掲記することとしています。

　　⑴信託現金及び信託預金
　　⑵信託建物、信託構築物、信託土地、信託建設仮勘定
　　⑶信託預り敷金及び保証金
②消費税等の処理方法
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

［貸借対照表に関する注記］
当期

（平成27年4月30日）
※1　投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める最低純資産額
� 50,000千円
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［損益計算書に関する注記］
当期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

※1　不動産賃貸事業損益の内訳
� （単位：千円）

A. 不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
　賃料収入 2,108,582
その他賃貸事業収入
　その他 14
　不動産賃貸事業収益合計 2,108,597

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
　管理委託料 10,858
　信託報酬 1,077
　公租公課 41,801
　損害保険料 2,738
　修繕費 3,898
　減価償却費 304,866
　その他賃貸事業費用 2,080
　不動産賃貸事業費用合計 367,319

C. 不動産賃貸事業損益 （A－B） 1,741,277

［投資主資本等変動計算書に関する注記］
当期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

※1	 発行可能投資口総口数及び発行済投資口総数
	 発行可能投資口総口数� 10,000,000口
	 発行済投資口総数� 632,000口

［税効果会計に関する注記］
当期

（平成27年4月30日）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
� （単位：千円）

繰延税金資産
未払事業税損金不算入額 24
繰延税金資産合計 24
繰延税金資産の純額 24

2. �法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

� （単位：％）
法定実効税率 34.16

（調整）
支払分配金の損金算入額 △ 34.11
その他 0.07
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.12

Ⅵ 注記表
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［金融商品に関する注記］
当期（自 平成26年9月8日　至 平成27年4月30日）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　本投資法人は、運用資産の着実な成長並びに効率的な運用及び運用の安定性に資するため、安定的かつ健全
な財務運営を行っていく方針としており、資産の取得、修繕費若しくは分配金の支払、本投資法人の運営に要する資
金、若しくは債務の返済等の資金の手当てを目的として、資金を借入れ又は投資法人債の発行により資金調達を行
います。
　なお、デリバティブ取引については、負債から生じる金利変動リスク及び海外不動産への投資を行う場合における
為替リスクのヘッジを目的とした運用に限るものとし、投機的な取引は行わない方針です。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金の資金使途は、主に運用資産の取得資金及び借入金の返済資金です。
　借入れ及び投資法人債の発行の可能性及び条件は、本投資法人の経済的信用力、金利情勢その他の要因によ
る影響を受けるため、本投資法人の希望する時期及び条件で資金調達を行うことができる保証はなく、更に変動金利
の借入金については、その後の市場動向に左右されます。
　本投資法人は、これらの資金調達に係る流動性リスクや金利変動リスクについては、調達先及び調達手段の多様
化、並びに総資産有利子負債比率及び借入額全体に占める変動金利借入金の比率を適正に管理することで当該
リスクを管理・限定しています。更に、一部の変動金利による借入金については、デリバティブ取引の取扱及びリスク
管理の基本方針を定めた規程に基づき、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用することで金
利変動リスクを回避しています。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま
れています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該
価額が変動することがあります。また、「2. 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約
額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成27年4月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません（（注2）参照）。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時　価 差　額

（1）現金及び預金 4,806,695 4,806,695 －
（2）信託現金及び信託預金 7,770,676 7,770,676 －

資産　計 12,577,371 12,577,371 －
（3）長期借入金 55,000,000 55,096,527 96,527

負債　計 55,000,000 55,096,527 96,527
（4）デリバティブ取引 － － －

（注1）金融商品の時価の算定方法
（1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
（3）長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっています（ただし、金利スワップの特例処理の対象とされた変動金利による長期借入金（下記（4）②参照）は、当該金利スワップと一体
として処理された元利金の合計額を、同様の新規借入れを行った場合に合理的に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。）。ま
た、固定金利によるものの時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規借入れを行った場合に合理的に想定される金利で
割り引いて算定する方法によっています。

（4）デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの	：該当事項はありません。
②ヘッジ会計が適用されているもの 	 ：�ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとお

りです。
（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引
の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
時　価 当該時価の

算定方法うち1年超
金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払 長期借入金 41,000,000 41,000,000 ＊ －

＊�金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価
に含めて記載しています（前記（注1）参照）。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
信託預り敷金及び保証金は市場価格がなく、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することが困難であることから合理的にキャッ
シュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価評価の対象とはしていません。

（単位：千円）
区　分 貸借対照表計上額

信託預り敷金及び保証金 6,113,449

（注3）金銭債権の決算日（平成27年4月30日）後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

現金及び預金 4,806,695 － － － － －
信託現金及び
信託預金 7,770,676 － － － － －

合　計 12,577,371 － － － － －

（注4）借入金の決算日（平成27年4月30日）後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

長期借入金 － － 14,000,000 － 14,000,000 27,000,000

Ⅵ 注記表
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［賃貸等不動産に関する注記］
当期（自 平成26年9月8日　至 平成27年4月30日）
　当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額

当期末の時価
当期首残高 当期増減額 当期末残高

－ 114,108,418 114,108,418 120,100,000

（注1）貸借対照表計上額は、減価償却後の帳簿価額を記載しています。
（注2）�当期増減額のうち、主な増加額は、新規物件取得（114,413,284千円）によるものであり、主な減少額は、減価償却費（304,866千円）によるもの

です。
（注3）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

なお、賃貸等不動産に関する当期における損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

［関連当事者との取引に関する注記］
当期（自 平成26年9月8日　至 平成27年4月30日）

属　性
会社等の

名称
又は氏名

事業の
内容

又は職業

投資口の
所有割合
（％）

取引の内容 取引金額
（千円） 科　目 期末残高

（千円）

利害
関係人等

積水ハウス
株式会社 建設業 9.525

信託受益権の取得 114,300,000 － －

敷金の預り 2,846,454 信託預り敷金
及び保証金 2,846,454

賃貸事業収入 1,212,793 － －

資産
保管会社

三菱UFJ
信託銀行
株式会社

銀行業 0.237

長期借入金の借入 3,600,000 長期借入金 3,600,000

融資関連費用 1,459
前払費用 3,609

長期前払費用 14,111

支払利息 8,667 未払費用 2,769

（注1）�取引条件の決定については、市場の実勢に基づいて、決定しています。なお、利害関係人等との取引の場合、資産運用会社の定める所定のプロセ
スを経たうえで信託受益権の取得の場合、取得価格は鑑定評価額以下、信託受益権の譲渡の場合、譲渡価格は鑑定評価額以上の金額としてい
ます。

（注2）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

［1口当たり情報に関する注記］
当期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

1口当たり純資産額� 107,733円
1口当たり当期純利益� 2,525円
　�1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定しています。また、潜在投資口

調整後1口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載しておりません。
（注）1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

当期
自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

当期純利益（千円） 1,013,381
普通投資主に帰属しない金額（千円） －
普通投資口に係る当期純利益（千円） 1,013,381
期中平均投資口数（口） 401,319

Ⅵ 注記表
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Ⅶ 金銭の分配に係る計算書

区　分
当期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

Ⅰ.	当期未処分利益 1,013,381,222円
Ⅱ.	分配金の額 1,013,096,000円
	 （投資口1口当たり分配金の額） （1,603円）
Ⅲ.	次期繰越利益 285,222円
	 分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第46条第1項第2号に定める租税特別

措置法第67条の15第1項に規定される本投資法人の配当
可能利益の額の100分の90に相当する金額を超えて分配す
る旨を基本方針としています。かかる方針により、当期未処分
利益を超えない額で発行済投資口数632,000口の整数倍の
最大値となる1,013,096,000円を利益分配金として分配する
こととしました。
　なお、本投資法人の規約第46条第2項に定める利益を超え
た金銭の分配は行いません。

［重要な後発事象に関する注記］
当期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

1. 新投資口の発行
　本投資法人は、平成27年4月24日開催の役員会において、以下のとおり新投資口の発行に関する決議を行い、公
募による新投資口については平成27年5月19日、第三者割当による新投資口については平成27年6月12日にそれぞ
れ払込が完了し、出資総額は87,743,594,000円、発行済投資口数は794,000口となっています。

【公募による投資口の発行】（一般募集）	
発行投資口数	 ： 154,200口
発行価格	 ： 1口当たり131,917円
発行価格の総額	 ： 20,341,601,400円
払込金額（発行価額）	 ： 1口当たり127,587円
払込金額（発行価額）の総額	 ： 19,673,915,400円
払込期日	 ： 平成27年5月19日
分配金起算日	 ： 平成27年5月1日

【第三者割当による投資口の発行】	
発行投資口数	 ： 7,800口
払込金額（発行価額）	 ： 1口当たり127,587円
払込金額（発行価額）の総額	 ： 995,178,600円
払込期日	 ： 平成27年6月12日
分配金起算日	 ： 平成27年5月1日
割当先	 ： 野村證券株式会社

　上記の公募による新投資口発行により調達した資金は、平成27年5月19日に取得した本町ガーデンシティの取得
資金の一部に充当し、第三者割当による新投資口発行により調達した資金については、借入金の返済資金の一部に
充当する予定です。

Ⅵ 注記表
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Ⅸ キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

（単位：千円）
当期

自  平成26年  9月  8日
至  平成27年  4月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 1,014,602

　減価償却費 305,394

　投資口交付費 119,963

　受取利息 △ 502

　支払利息 183,616

　未収消費税等の増減額（△は増加） △ 2,451,353

　前払費用の増減額（△は増加） △ 65,883

　長期前払費用の増減額（△は増加） △ 262,823

　営業未払金の増減額（△は減少） 17,552

　未払金の増減額（△は減少） 194,928

　その他 △ 121

　小計 △ 944,625

　利息の受取額 502

　利息の支払額 △ 115,753

　法人税等の支払額 △ 102

　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 1,059,978

投資活動によるキャッシュ・フロー

　信託有形固定資産の取得による支出 △ 114,413,285

　無形固定資産の取得による支出 △ 7,350

　信託預り敷金及び保証金の受入による収入 6,115,249

　信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △ 1,800

　敷金及び保証金の差入による支出 △ 10,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 108,317,186

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入れによる収入 55,000,000

　投資口の発行による収入 66,954,536

　財務活動によるキャッシュ・フロー 121,954,536

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,577,371

現金及び現金同等物の期首残高 ー

現金及び現金同等物の期末残高� ※1 12,577,371

（注）�キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成し、参考情報として
添付しています。このキャッシュ・フロー計算書は、投信法第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けて
いません。

Ⅷ 監査報告書
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［重要な会計方針に係る事項関係］

項　目
当期

自  平成26年 9月 8日
至  平成27年 4月30日

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、
手許現金及び信託現金、随時引出可能な預金及び信託預金並び
に容易に換金が可能であり、かつ、価値の変動について僅少のリス
クしか負わない取得日から3か月以内に償還期限の到来する短期投資
からなります。

［キャッシュ・フロー計算書に関する注記］
当期

自  平成26年 9月 8日
至  平成27年 4月30日

※1. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
（平成27年4月30日現在）

現金及び預金 4,806,695千円
信託現金及び信託預金 7,770,676千円
現金及び現金同等物 12,577,371千円

Ⅸ キャッシュ・フロー計算書（参考情報）
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投資主インフォメーション

RSSによる情報配信
RSSアイコンをク
リックして、リンク
先をRSSリーダー対
応のブラウザやソフ
トウェアに登録する
と、最新情報を自動
的にお受け取りいた
だけます。

最新決算情報
最新決算情報はこち
らからダウンロード
いただけます。

ポートフォリオ
個別物件の詳細はこちらをご覧ください。

プレスリリース一覧
年別、内容別にわかりやすく掲載しています。

■投資法人のHPご紹介
最新情報に加え、様々なコンテンツをご提供しております。

http://sekisuihouse-reit.co.jp/

検 索
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■投資口価格及び出来高の推移

■投資主の状況 ■IRカレンダー

投資主インフォメーション

（出所）株式会社東京証券取引所
（注1）株式会社東京証券取引所における本投資口の普通取引の終値及び出来高を使用しています。
（注2）�東証REIT指数の推移は、本投資法人の投資口価格の推移との比較を容易にするため、平成26年12月3日の終値を本投資口の普通取引の終値

（132,000円）として換算した上で示しています。
（注3）平成26年12月3日から平成27年4月30日までの期間について示しています。

■ 金融機関（金融商品取引業者を含む）　■ その他国内法人　■ 外国法人等　■ 個人その他　　

所有者別投資口数
合計632,000口

所有者別投資主数
合計16,005人

337,819口（53.45％） 86,821口（13.74％）
59,836口（9.47％）

147,524口（23.34％）

349人（2.18％） 15,443人（96.49％）
78人（0.49％）

135人（0.84％）

4月期決算月

10月期決算月

10月期分配金支払い開始
10月期資産運用報告発送

4月期分配金支払い開始
4月期資産運用報告発送

10月期決算発表

4月期決算発表2月

3月
4月

5月

6月

7月

8月

9月
10月

11月

12月

1月

決算期日 毎年4月末日、10月末日

分配金支払確定基準日 毎年4月末日、10月末日
（分配金は支払確定基準日より3か月以内にお支払いいたします。）

投資主総会 原則として2年に1回以上の開催
同議決権行使投資主
確定日 規約第12条に定める日

上場証券取引所 東京証券取引所（銘柄コード：3309）
公告掲載新聞 日本経済新聞
投資主名簿等管理人 みずほ信託銀行株式会社

お問合せ先

〒103-0028
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社 証券代行部
TEL：0120-288-324（フリーダイヤル）

住所・氏名等の変更は、お取引の証券会社等にお申し出下さい。

「分配金」は「分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行又は郵便局にお持ちいただくことでお受け取りいただけます。
受取期間を過ぎた場合は、「分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、上記のお問い合わせ先へご郵送いただくか、み
ずほ信託銀行株式会社の本支店窓口にてお受け取り下さい。また、今後の分配金に関して、銀行振込のご指定等の手
続きをご希望の方は、お取引の証券会社等へお問い合わせ下さい。

■投資主メモ

■住所等の変更手続きについて

■分配金のお受け取りについて

（注）比率は小数第2位を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合があります。
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